
令和４年１１月１０日

廿日市市長 松本 太郎 様

廿日市市特別職報酬等審議会

会 長 澁 谷 憲 和 ＜印影省略＞

特別職の報酬等の額の改定について（答申）

令和４年１１月１０日付けで諮問のあった市議会議員の議員報酬及び政務活

動費の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額及び期末手当の支給率につ

いて、次のとおり答申する。

１ 答 申

(1) 報酬等の額

(2) 期末手当の支給率

市議会議員並びに市長、副市長及び教育長の期末手当の支給率は、引き

続き、一般職の期末手当及び勤勉手当を併せた支給率とする。

２ 理 由

現在の情勢として、物価高騰、政府の賃金増要請及び最低賃金の引き上げ

など報酬引き上げの要因はあるものの、コロナ禍の経済情勢への影響につい

て不透明感が続く中、中小企業では依然として厳しい経済状況が続いている

ことから、市民感情を考慮し、現状においては、現行の特別職の報酬等の額

を据え置くことが妥当である。

区 分 現行（月額） 答申（月額） 改定額

市 長 940,000円 940,000円 0 円

副市長 765,000円 765,000円 0 円

教育長 702,000円 702,000円 0 円

議 長 520,000円 520,000円 0 円

副議長 480,000円 480,000円 0 円

議 員 440,000円 440,000円 0 円

政務活動費 30,000円 30,000円 0 円



３ 付帯意見

議員報酬については、若い世代が志をもって活動できるよう報酬の増額も

検討すべきであるが、議員定数の見直しの方向性が明確になった後、改めて

検討願いたい。


